
改
選
後
初
議
会
が
始
ま
り
ま
す
。

５
月
18
日
、
議
会
運
営
委
員
会
を
開
催
し
、

６
月
定
例
会
に
議
案
５
件
、
人
事
同
意
21
件

諮
問
2
件
、
報
告
２
件
の
上
程
を
決
め
ま
し

た
。議

案
で
は
愛
西
市
税
条
例
の
一
部
改
正
で

は
、
令
和
９
年
１
月
か
ら
住
宅
借
入
金
等
特

別
税
額
控
除
の
適
用
期
限
の
５
年
間
の
延
長
、

固
定
資
産
税
の
免
税
点
を
家
屋
は
30
万
円
、

償
却
資
産
は
180
万
円
に
引
き
上
げ
る
内
容
。

一
般
会
計
補
正
予
算
で
は
、
債

務
負
担
と
し
て
、
学
校
給
食
セ

ン
タ
ー
で
の
調
理
、
配
送
、
施

設
維
持
管
理
等
業
務
及
び
配
膳

業
務
を
包
括
的
民
間
委
託
す
る
た
め
令
和
９

年
か
ら
令
和
１
３
年
ま
で
の
委
託
料
１
６
億

３
７
６
１
万
円
。
観
光
資
源
を
一
体
的
に
巡

る
広
域
ツ
ア
ー
造
成
事
業
を
共
同
で
実
施
近

隣
自
治
体
と
連
携
し
た
広
域
観
光
ツ
ア
ー
実

施
す
る
た
め
７
０
万
円
。
令
和
７
年
６
月
の

最
高
裁
判
所
判
決
に
伴
う
生
活
保
護
費
の
追

加
給
付
１
８
５
４
万
円
等
の
補
正
計
上

。

同
意
は
、
愛
西
市
教
育
長
の
任
命
、
農
業
委

員
の
任
命
な
ど
。
審
議
の
予
定
で
す

〈
令
和
８
年
６
月
議
会
定
例
会
会
期
日
程
〉

５
月
25
日

月
曜
日

市
長
招
集
あ
い
さ
つ

議
案
の
上
程
・
説
明

５
月
29
日

金
曜
日

一
般
質
問

６
月
１
日

月
曜
日

一
般
質
問

６
月
５
日

金
曜
日

議
案
に
対
す
る
質
疑

議
案
の
委
員
会
付
託

６
月
11
日

木
曜
日

総
務
文
教
委
員
会

６
月
12
日

金
曜
日

建
設
福
祉
委
員
会

６
月
18
日

木
曜
日

各
委
員
長
の
審
査
結
果
報
告

討
論
・
表
決

会
議
は
９
時
30
分
よ
り
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活動や見解と愛西市の出来事などを紹介します。 市議団ＨＰ

しん
ぶん

〈
愛
西
市
議
会
６
月
定
例
会
〉

改
選
後
初
議
会
13
人
が
一
般
質
問
通
告

〈愛西市議会６月定例会〉

一般質問の順番と要旨

２０２６年５月２９日（金）9：30～

①山田門左エ門

(1)125億円の有価証券購入の経緯と職務権限について

(2)愛西市が議会で承認した過去の歳入歳出決算書の再決議の必

要性について

(3)愛西市立小中学校適正規模適正配置等についての提言書の取

り扱

②永田千佳

(1)香害を周知するために

(2)事業者と地権者・地域住民との合意形成について

③佐々木亮

(1)2040年を見据えた持続可能な地域包括ケアシステムの再構築

について

(2)医療・介護事業所と行政が一体となった「地域共生型BCP」

の構築について

④石崎誠子

(1)地域公共交通の構築と踏切渋滞の解消を(2)地域防災力の向

上を

⑤山岡幹雄

(1)「道の駅ふれあいの里HASUパーク」について

(2)中東情勢の悪化の影響について

⑥竹村仁司

(1)「切れ目のない子育て支援」について

⑦中村文武

(1)学校は誰のものか。学校と地域との連携への課題と解決策は

(2)佐織庁舎の混雑回避は

(3)旧佐織庁舎跡地利用は

２０２６年６月1日(月）9：30～

⑧鈴木啓人

(1)永和エリアの市街化に関して

(2)都市計画並びに下水道事業に関して

⑨馬渕紀明

(1)道の駅ふれあいの里HASUパークについて

(2)アジア・アジアパラ競技大会について

⑩河合克平

(1)基金165億円をくらし福祉に生かして

⑪髙松幸雄

(1)学校における災害時の頭部保護対策としてのヘルメット常備

について

(2)子宮頸がんおよびHPV関連がんの撲滅に向けて

(3)高齢者肺炎球菌結合型ワクチン独自助成創設に向けて

(4)広報あいさいの配布方法の見直しと委託化の検討について

⑫佐々木遼平

(1)不妊治療支援の今後の方向性について

⑬吉川三津子

(1)道の駅の現状と今後の評価方法について

(2)学校老朽化統廃合と公共施設管理計画の進め方は

(3)こども養育費受取支援補助と共同親権への体制は




